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今日、急激な少子高齢化、高度情報化、国際化などの社会情勢がますます進む中、

地方自治体は地域の特性を生かした特色のある自立したまちづくりを強く求められて

います。

これまで地方自治体は、公共サービスについて、広く公平で均一的なサービスの提

供を中心としていましたが、これからは、住民の価値観、ライフスタイルの変化に伴

うニーズの多様化、高度化に対応した、より柔軟できめ細やかなサービスが求められ

ています。こうした社会情勢を背景に、これらの公共サービスは地方自治体だけが提

供していくものではなくなりつつあります。実際に近年、自治意識を持った住民や団

体などのステークホルダー1が、行政と連携、協力し、多様なニーズに対応した公共サ

ービスの一翼を担いはじめています。

このような大きな変化の中、和光市においても、地方創生の視点を取り入れ、地域

の特性を生かしつつ、自立したまちづくりを実現していくために、市民2と市3がとも

に公共を支えていくことが必要です。

また、市民それぞれがともに公共を担い、コミュニティをより良くするために地域

活動を行うことで、シビックプライド4や愛着、帰属意識の醸成が期待されます。その

結果、一人ひとりが生き生きと輝ける、魅力的で持続可能なまちへと発展していきま

す。

市では、第五次和光市総合振興計画において、「みんなをつなぐ ワクワクふるさと

和光」を将来都市像とし、住んでよかったとみんなが思える、協働によるまちづくり

の推進を定めています。そのためには、市の職員と市民が協働に対する理解を深め、

対等な立場で共通の目的に向け連携・協力していかなければなりません。

この和光市協働指針は、市民と市が協働を進めていくため、協働の考え方やその進

め方を共有することを目的として策定しました。

第Ⅰ章 協働指針の趣旨

1
利害関係者のこと

2この指針でいう市民とは、住民（市内に居住する人）、地域活動団体（自治会等）、市民活動団体（NPO 法人・ボランティア団体等）、
企業など和光市のまちづくりを担うすべての主体のことをいいます。
3
この指針でいう市とは、一定の地域及びそこに住む住民を存立の基礎とし、その地域における行政事務を住民の自治によって行う団体

（地方自治体）のことをいいます。

4住んでいるまちに対する市民の誇りのこと。自分自身が関わって地域を良くしていこうとする、当事者意識に基づく自負心。
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１ 協働の意義

協働とは、異なる組織などが相互に理解し、自立した対等なパートナーとして

の立場で、共通の課題や目標に向けて、それぞれの特性を発揮しながら協力して取り

組むことです。協働はどのような取組であっても実施しなければいけないというので

はなく、協働を行う場合は、お互いの特性を理解し、十分に認め合った上で、より効

率的で効果的な方法を選んでいくことが必要です。

このように協働とは、これからの課題解決のための一つの手法として捉えていくこ

とが大切であり、市民と市が、様々な結びつきから人と人との和（輪）を広げていく

ことが、協働の取組の基本となります。

２ 協働を進める上での基本原則

パートナーとしての関係から、市民と市が協働を円滑に進めていくための以下の６

つの基本原則（以下「協働基本原則」といいます。）を定め、これをお互いが理解し、

常に協働基本原則に則って取り組んでいくこととします。

（１） 相互理解の原則

市民と市はお互いの立場や特性が異なるため、十分な対話と合意が必要です。

お互いの長所や短所も含めて理解を深め、尊重し、信頼関係を築くことにより、

それぞれの役割を確実に果たすことができます。

相手の考え方を十分に理解し、信頼関係が形成されれば、協働はスムーズに行

われ、より良い成果も得られます。

また、お互いに信頼関係を損ねることのないよう、常に配慮することが必要で

す。

（２） 目的・評価共有の原則

様々な社会的課題や市民ニーズに対応するため、市民と市が共に社会全体の利

益である公益を判断して、それを実現していくという考えに基づき、お互いが共

通の目的を明確にし、共有していくことが大切です。

また、目標を共有した上で、相互に評価・検証することは、協働する両者の信

頼関係を深めることや、質を維持向上させることにもつながります。

具体的には、協働事業を始める前に、観察会等のイベントを何回開催するかな

ど計測可能な実施目標や、参加した人達の意識がどのように変化するか等の定性

的な成果目標の設定をすることで、事業実施後に客観的な評価がしやすくなりま

す。

評価をする際には、「事業の評価」と「協働の評価」を分けることが大切です。

第Ⅱ章 協働についての基本的な考え方
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事業の評価は、当初設定した成果目標を達成できたことと、想定以上の効果が出

せたこと等を確認します。協働の評価は、プロセスの積み重ね（話し合いにおけ

る問題や意識の共有）、広がり（他の団体の参加や受益者の広がりがみられたか）、

協働の成果（市民、提案団体、市にそれぞれメリットがあったか）等を確認しま

す。

（３） 役割分担明確化の原則

お互いが主体性を持って協働を円滑に進めていくためには、合意の上で、双方

が果たすべき役割や責任の分担を明確にすることが必要です。

（４） 情報公開の原則

市民と市との協働には、お互いの情報を公開するとともに、協働の過程を明ら

かにすることが必要です。これは、説明責任を果たすことになり、協働について

の社会的な理解が深まります。市は、早期の情報公開に努め、政策立案の段階か

ら市民と共に進めていくことが大切です。

また、第三者への情報公開は、新たなパートナーが協働の取組に参画できる環

境づくりにもつながります。

（５） 自立の原則

市民と市がそれぞれの特性や立場を生かして、主体的に地域の課題を解決して

いくためには、お互いが依存することなく自立していることが必要です。

自分のプランや考え方を持ち、それぞれの行動に責任を持つことが自立したパ

ートナーのあり方です。

（６） 対等の原則

協働はお互いの合意により行うものであるため、上下関係ではなく、対等な関

係にある人や組織が力を合わせることにより成立します。市は、市民に対する支

援者としてではなく、協働のパートナーとして市民と対等の関係であることが大

切です。
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３ 協働の主体と主な特性

協働の主体の内容と特性は、次の表のように考えることができます。協働は、お

互いの主体の特性を知り、それぞれの特性を十分に生かして進めていくことが大切

です。また、市民と市が協働することにより、それぞれの主体が個別に行う以上の

効果を得ることができ、豊かなまちづくりへとつながります。

４ 協働に関する活動領域

市民と市の協働に関する活動領域を表すと次の表のようになります。それぞれの

領域の中からお互いの特性を生かしながら協働がふさわしい事業の活動領域（Ｂ・

Ｃ・Ｄの区分）を協議し、協働を進めていきます。

また、Ａの区分の活動領域についても、市は情報の把握に努め、必要であればＢ

の区分の活動領域に移行することを検討するとともに、Ｅの区分の活動領域につい

ては、市民参加と情報の公開を徹底します。

協働の主体 内 容 主な特性

住民等 市に在住、在勤、在学するなど、日常生活で市とかかわり

のあるすべての人

多様性

独創性

自発性

地域活動団体 自治会、育てる会、地区社会福祉協議会など一定の区域に

居住している住民で構成され、地域の課題の解決に向けて

活動する団体

地域性

継続性

共益性

市民活動団体 NPO 法人、任意の市民活動団体、ボランティア団体など、主

に住民等で構成され、営利を目的とせず、不特定多数の利

益の増進に寄与することを目的に活動している団体

自主性

機動性

専門性

企業等 主に営利を目的に経済活動を行う組織体であるが、企業の

社会的責任という概念から、地域と連携した社会貢献活動

を行う組織

専門性

先駆性

機動性

公益法人等 営利を目的としない公益的な法人（社会福祉法人、学校法

人等）

共益性

専門性

安定性

国等の機関 国の機関や独立行政法人などの公的な機関のうち、本来業

務に加え、専門的な知識や技術を社会に還元する活動を行

う機関

専門性

安定性

先駆性

市

（地方自治体）

一定の地域及びそこに住む住民を存立の基礎とし、その地

域における行政事務を住民の自治によって行う団体

公平性

安定性

専門性
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なお、協働がふさわしい事業は、市民と市がお互いの知識、技術や経験を持ち寄

ることにより、効果的で効率的に行うものであり、固定的に考えるものではなく、

社会の変化や市民ニーズによって柔軟にとらえていきます。

領域
市民の

活動領域
協働がふさわしい事業の活動領域

市の

活動領域

区分 A B C D E

内

容

市民が市とは

関係を持たず

に自主的に活

動を行うもの

市民が主体的に

実施し、市が協

力して事業を行

うもの

市民と市がお

互いの特性を

生かして協力

しながら事業

を行うもの

市が主体的に

実施し、市民が

参加、協力して

事業を行うも

の

市の責任と主

体性により市

が独自に行う

もの（処分・条

例の制定など）

協

働

形

態

事業協力

補助

後援

実行委員会・共催

協定

協働運営

協働型委託5

協働型委託

委託

協

働

が

ふ

さ

わ

し

い

事

業

例

１ 地域や対象者の実情に合わせてきめ細やかで

柔軟な対応が必要な事業

（高齢者・障害者・子育ての支援など）

２ 地域との連携が必要な事業

（防犯・防災の活動、ごみの減量化や環境保全

の活動、公園・コミュニティ施設の運営など）

３ 専門性が高い事業

（芸術・文化活動など）

４ 状況に応じて迅速な対応が必要な事業

（災害時のボランティア派遣など）

５ 生涯学習事業（市民大学講座等）

成果

の

帰属

市民に帰属 双方に帰属 市に帰属

5市民と市が対等な関係で事業を実施することを目的としており、協働型委託は庁内「財政課業務委託ガイドライン」にも位置づけられ
ています。
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５ 協働の形態

協働の形態は、個々の協働事業の目的に合った効果的で効率的な方法を選ぶ必要が

あります。主な協働の形態、内容等については次の表のとおりです。ただし、協働に

は様々な形態があり、この表に厳密にあてはめられる活動だけではありません。

また、協働の実施に当たっては、協働基本原則を踏まえた上で、お互いの特性を生

かせる役割分担や責任の所在などを明らかにしていくことが大切です。

形態 内容 効果 想定される事例

実行委員会

・

共催

市民と市が共に主催者

となって企画・運営・

実施を行う方法

お互いが対等な立場で

それぞれの特性を生か

した企画・運営・実施を

することができる。

市民団体と市とのイベ

ント等の共催

協定

企業や大学等と市が、

一定期間、連携と協力

をする方法

得意分野を生かして、効

果的に事業を推進でき

る。

企業との防災協定

大学等との相互協力協

定

協働運営

市民と市がお互いに労

力や資金を負担して協

定書を締結し、事業を

行う方法

市民と市がお互いの資

源を生かしながら、効果

的に事業を実施できる。

協働負担金による運営

協働型委託

市民と市が対等な関係

で協議を行い、仕様書

や役割分担書を作成

し、委託により事業を

実施する方法

市民の有する専門的知

識や経験が生かされ、多

様なサービスの提供や、

先駆的な取組が期待で

きる。

公共施設等を地域の住

民が管理・運営する事

業

委託

市民の有する専門的知

識経験を生かせる業務

や、地域福祉の向上に

結びつく活動が期待で

きる業務を市民に委託

する方法

施設等の管理運営など

について、効果的な運営

や地域コミュニティの

醸成・地域福祉の向上に

結びつく活動が期待で

きる。

市民が地域支援事業や

公共施設等を管理・運

営する事業

事業協力

市民と市が協力して、

一定期間、継続的に事

業を実施する方法

双方の特性や得意分野

を生かすことにより、事

業の相乗効果が生まれ、

双方の理解が深まる。

自主的な防犯活動を行

う団体の支援として市

が物品を貸与し、防犯意

識の啓発や犯罪の防止

を図る方法等

アダプト制度（市民が市
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と協議・合意の上で公共

施設等の清掃・美化活動

を行い、市が活動に伴う

物品の支給などを行う

方法）

補助

市民が行う事業に対し

て、市が財政的な支援

を行うことで公益を実

現する方法

市民の自主性・自立性が

尊重され、課題に対し

て、創造的で先駆的な取

組ができる。

自治会活動に対する補

助金等

後援

市民が実施する事業の

公益性を認め、市が事

業を支援していくため

に、後援名義の使用許

可を行う方法

事業に対する社会的信

頼性が増し、理解や関心

が向上する。

市民団体主催の講演会

等の後援
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１ 市の現状

当市は交通利便性の高い東京郊外の住宅都市であり、都市化の進展に伴って人口が

増加しています。市の特徴として、単身世帯が多いこと、人口に占める 20～30 歳代の

比率が高いこと、転入転出が多いこと、都心に職場を持つ人が増加していること、ま

た、市内に居住する外国籍市民の増加に伴い、多文化共生の環境づくりが急務となっ

ていることなどが挙げられます。

市は、市政運営の基本方針として、「市政の主役は市民である」との基本理念の下に、

平成１６年１月に「和光市市民参加条例」を施行し、重要な施策を決定するときには、

必ず市民の意見を聴くことを制度化しました。しかし、この条例に基づいて保証され

た市民参加も一部の市民にとどまっているのが現状です。若い世代の転入転出が多い

和光市だからこそ、参加者の幅を拡げるためにも意識的につながりを作っていく必要

があり、創意工夫をもって活性化を図る必要があります。

市民との協働の事業は、近年さまざまな分野で進められています。どの分野におい

ても多岐多様にわたり、従来の前例踏襲型の事務の執行では対応しきれないものとな

っています。このような中で、市民と市の相互理解、信頼関係を深めていくためには、

協働に対する市の基本的なビジョンを広く共有すること、職員全体の意識の向上を図

っていくことなどを総合的に進めていく必要があります。

２ 市民の現状

市における地域活動の核となる自治会の世帯加入率は、平成３年をピークに低下傾

向を示し、自治会とかかわりを持たない市民が増加しています。一方で、令和元年度

に実施した「市民意識調査」によると、市全体及び居住地域への関心度について総計

では８割以上の人が関心を持っていることがわかります。特に３０代以降の関心が高

いことがうかがえ、地域とかかわりを持たないというベッドタウン地域の特徴がある

ものの、潜在的には地域に関心がある市民が多いことが伺えます。

第Ⅲ章 協働についての現状と課題
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市全体のできごとや動きについての関心度

居住地域への関心度

一方で、「これまでに市民活動（ボランティア団体・ＮＰＯ団体等の活動）・地域

活動に参加したことがある」と回答した人は２８、４％で、実際には約７割の市民が

活動に参加したことがない現状が明らかになりました。
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1.0%

0.9%

3.2%

1.0%

0.8%

1.9%

0.0%

3.7%

0.0%

3.1%

1.2%

3.2%

3.6%

4.3%

7.6%

4.6%

6.8%

0.0%

総計

10代

20代

30代

40代

50代

60〜64歳

65〜69歳

70〜74歳

75歳以上

無回答

非常に関心がある ある程度関心がある あまり関心がない 関心がない 無回答 (%)

29.6%

18.2%

17.8%

29.8%

32.1%

30.0%

28.7%

26.7%

32.1%

35.4%

22.2%

52.5%

40.9%

50.4%

54.4%

53.3%

56.1%

52.1%

52.4%

52.7%

46.0%

66.7%

11.4%

40.9%

21.7%

12.7%

8.9%

8.5%

12.8%

11.4%

7.6%

8.1%

11.1%

1.8%

0.0%

7.8%

1.6%

1.6%

0.9%

0.0%

1.0%

1.5%

1.2%

0.0%

4.7%

0.0%

2.3%

1.6%

4.1%

4.5%

6.4%

8.6%

6.1%

9.3%

0.0%

総計

10代

20代

30代

40代

50代

60〜64歳

65〜69歳

70〜74歳

75歳以上

無回答

非常に関心がある ある程度関心がある あまり関心がない 関心がない 無回答 (%)
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市民活動・地域活動への参加経験

しかし、「これまで活動に参加したことがない」と回答した人のうち、総計では約

４割の人が「今後、機会があれば地域活動やボランティア団体、ＮＰＯ団体で活動し

てみたいと思う」と回答しています。年代別にみると、６０歳～６４歳では特に多く、

続いて５０代、６５歳～６９歳、７０歳～７４歳、３０代と続きます。

今まで活動経験がない回答者対象 今後の地域活動・市民活動等への活動意欲

今後は、こういった潜在的には市や地域に関心がある市民に、気軽にまちづくりへ

参画してもらうため、地域活動団体や市民活動団体等に関する情報を積極的に発信す

る情報ネットワークを強める必要があります。

環境や福祉、防犯など、地域における市民活動は徐々に活性化し、市内を活動の本

拠とするＮＰＯ法人の数も年々増加しています。そのため市では地域活動団体や市民

活動団体が活動しやすいサポートを行うことが求められます。

令和４年度に実施した「市民活動団体実態調査」及び「市民活動実態調査（個人対

象）」の結果によると、多くの活動団体が『他団体との情報交換・交流の場の提供、

28.4% 71.1% 0.5%総計

参加したことがある（参加している） 参加したことがない 無回答 (%)

3.8%

6.3%

3.7%

2.8%

3.6%

4.5%

3.2%

7.1%

5.1%

2.2%

0.0%

41.1%

31.3%

38.5%

42.9%

37.8%

46.1%

51.6%

42.9%

41.0%

30.3%

80.0%

30.7%

25.0%

36.7%

33.2%

32.9%

25.3%

22.6%

25.7%

29.5%

34.8%

0.0%

23.5%

37.5%

21.1%

20.7%

25.3%

24.0%

22.6%

22.9%

21.8%

28.1%

20.0%

0.9%

0.0%

0.0%

0.5%

0.4%

0.0%

0.0%

1.4%

2.6%

4.5%

0.0%

総計

10代

20代

30代

40代

50代

60〜64歳

65〜69歳

70〜74歳

75歳以上

無回答

活動してみたいと思う 機会があれば活動してみたいと思う 活動してみたいと思わない わからない 無回答
(%)
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地域でのネットワークづくりを求めている』と回答しており、実際『市民活動をして

良かったと思うこと』に関しては、『新しい友人、知人を得る』『地域住民との中が

深まった』という回答が多くありました。また、市と協働でまちづくりを行うことに

ついては、多くの団体が『積極的に関わっていきたい』『ニーズや方向性が合えば関

わっていきたい』と回答しており、市民活動団体や自治会、学校等との協働を望む声

も多くありました。今後はよりつながりを意識した機会の提供を、検討していきます。

３ 課題

（１）地域への帰属意識を高め、市民活動に参加するしくみづくり

様々な地域活動に、より多くの市民の参加を促し、地域への帰属意識を高めると

ともに、新たな市民活動やボランティア活動との連携を図り、個々の知識と経験を

まちづくりに生かしていけるようなしくみを作ることが必要です。また誰もが気軽

に参加できるよう、情報を積極的に発信していくことが必要です。

（２）世代を超えた人と人がつながるきっかけづくり

世代を超えた人と人とのつながりは、新たな担い手や活動の広がりを生み出しま

す。協働により、世代を超えた新たな連携を図り、地域力をさらに向上させること

が必要です。

（３）多様な強みを生かし合う機会を創出するしくみづくり

市民活動団体、自治会、商店、企業、国の機関、市などそれぞれが持つ多様な強

みを生かし、協働の機会を創出することが必要です。

（４）協働をコーディネートし、市民の活動を支援するしくみづくり

協働により市民活動を支援していくため、市は、行政としての専門性を生かし、協

働の推進に向けた総合的な視点による支援を行っていくことが必要です。さらに協働

に関する専門的知識を持ち、地域的、個別的な課題を解決するため、資源（ヒト、モ

ノ、カネ、場所、情報）の仲介、団体間のネットワークの促進等をコーディネートし

ていく中間支援が大きな課題となっています。
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コラム 協働の経過（協働事業提案制度の廃止）

平成２２年度、地域の課題を発掘・解決するため、市民・市が双方から提案可能な『協働事業提案制度』が創設され、

当初は多くの提案がありました。協働事業提案制度は市民と市における協働の足がかりとなり、採択された事業は提案制

度終了後も継続され、現在も所管課の事業として位置づけられているものも多くある★など、市民に必要とされる事業を

生み出すきっかけとなるものでした。しかし行政提案では予算を調達し新たな協働事業を実施できることや、協働相手を

コーディネートしてもらえるメリットがある一方、協働相手が見つからなかったり、新たな事業を実施する余裕がなかっ

たり、また市民提案では予算を調達でき、市と新たな事業に挑戦することができる一方で、書類作成や平日、日中のプレ

ゼンテーション、審査など、働き世代では提案すること自体が難しいものでした。行政の地域課題に対する事業が年々充

実してきたことも要因のひとつと言えますが、創設から１１年、令和３年度に当事業は廃止となりました。

制度はなくなったものの、協働事業提案制度によって、各市民団体が所管課に対し事業提案をしやすくなり、協働の土

壌が形成されたことは協働事業提案制度の大きな成果だと言えます。しかし、今後の地域課題をどう掘り起こすかという

問題や、新たな団体との協働に関するパイプ役など協働事業手前までのケアに関しては、引き続き協働推進センター（わ

こらぼ）が窓口となり、団体と部署をつなぐコーディネート役を担っていく必要があります。

◆実施事業一覧（平成23年度～令和3年度 計17件採択）

〇協働事業提案制度は募集の翌年度に予算の成立を受け事業実施が確定する

申請件数 実施事業（採択された事業）★は現在も継続している事業

年度
市民

提案

行政

提案
市民提案 行政提案

H２３ ４件 ３件
介護予防普及活動事業「介護予防お知らせ隊」

（栄養講座・情報提供）

市民緑地 上谷津ふれあいの森の維持・管理★

市民緑地 新倉ふれあいの森の維持・管理★

午王山特別緑地保全地区の維持・管理★

H２４ ２件 ３件 市民緑地「大坂ふれあいの森」の保全と活用★ 農業体験センター及び市民農園の管理運営★

H２５ １件 ２件 吹き矢で介護予防 子育て家庭孤立防止活動（ホームスタート）★

H２６ ３件 １件
わこう郷土かるた（わこうっちかるた）作成事業★

和光市湧水環境調査事業

H２７ ４件 １件

みんなで子どもたちを守ります！～下新倉小学校区の

フィールドワークと通学路安全マップづくり事業～★
和光市運動場有効利用計画

越後山パークライフプロジェクト

H２８ ０件 ２件 和光市自然環境マップの作成★

H２９ ２件 １件 お家（うち）ごはん塾

H３０ 【制度見直しのため実施事業なし】

R元 ３件 ０件 多文化子育て支援事業～子育て通訳サポート～★

R２ ２件 ０件 心を込めた花で明るい街づくり★

R３ 【応募なし】
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１ 市民と市との協働を進めるための４つの方針

市民と市との協働を進めるために、４つの方針を定めていま

す。協働を進める上で、責任を持って業務の分担をする対等な

パートナーとして市民を位置付け、協働基本原則に基づき、以

下の４つの方針により、市民と市との協働を具体的に進めてい

きます。

（１） 意識啓発と相互理解の推進

市民と市が協働し、よりよいまちづくりを行うためには、お互いの意識啓発と相互

理解が大切です。市は「これからの公共は、市民と市との協働により成り立つ」とい

う意識を職員全てに周知するとともに、市民に対する意識啓発や市民と市の相互理解

の推進に努めます。

（２） 協働に関する情報の共有

市民と市は、協働に関する情報を積極的に提供し、共有することが大切です。市

は、情報の提供手段について工夫することにより、市民がいつでも簡単に情報を入

手でき、協働するきっかけをつくるよう努めます。

（３） 協働システムの構築

協働を推進するためには、協働を担当する窓口機能を充実させることや、協働に

ついて検討する体制を構築します。

（４） 協働の環境整備

市内には様々な知恵や技術を持った多くの市民がいます。市は、これらの市民を

貴重な財産と考え、市民一人ひとりの力が生かされるような、協働の環境整備を推

進します。

２ 推進に向けた取り組み

（１） 協働推進体制の整備

① 市民協働推進センター（わこらぼ）の運営

市民活動を活性化し、協働を推進するためには、いつでも活動が行えるとと

もに、協働の情報収集や発信、市民間の相互交流、市と協議をするための場所

が必要です。そのために、市は、協働の核となる施設として市民協働推進セン

ターを運営し、市民活動の支援及び協働の拠点整備を引き続き行います。

第Ⅳ章 協働の推進に向けて～市の取り組み～
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また市民活動の内容は広範囲にわたるため、市の所管課もそれぞれ異なって

います。そのため、市民協働についての相談に対する総合窓口が求められます。

市は、協働の推進に向け、行政としての専門性を生かし、総合的な視点による

的確な情報提供や助言、団体紹介等ができるように相談窓口の充実に努めます。

② 協働推進懇話会

協働について専門的な議論をする場として、協働推進懇話会を設置していま

す。協働推進懇話会は、学識経験者、市内の市民活動団体を代表する者、市内

の公共的団体を代表する者、協働推進庁内調整委員会委員、協働推進ワーキン

グ委員から組織され、市の協働推進について総合的な視点で調査研究を行って

います。

③ 協働に対する職員の能力向上・意識改革

市役所内に協働を推進する横断的組織として、市役所内の連携を図り、統一

的、組織的に取り組むために、協働推進庁内調整委員会を設置しています。ま

た、各部署における協働推進のリーダーとして、市民と共に協働の推進に努め

るために、協働推進ワーキングチームを設置しています。これらの組織を活用

してネットワーク化し、協働事業の窓口や調整等に努めます。

また、協働に関する実効性のある職員研修を行うことにより、職員一人ひと

りが協働を意識して日々の職務に取り組むよう努めます。

職員が積極的に市民と協働することにより、多様なニーズへの対応、より良

い課題解決の糸口となります。柔軟な対応に努め、地域の課題を的確に把握し、

職員としてのコミュニケーションやコーディネートの能力、ファシリテーショ

ン能力を高めるよう努めます。

④ 財政支援における仕組みの検討

融資制度、基金制度などの財政支援の仕組みについて検討します。また外部

の補助金や支援制度等も含めて情報提供、コーディネートを行います。

（２） 情報発信の充実、交流の機会と場の提供

① 広報、ホームページ、ＳＮＳ等による情報発信の充実

市民が協働に関する情報を容易に入手でき、市民相互や市民と市の双方向の

コミュニケーションの活性化をする仕組みづくりのために、広報、ホームペー

ジ、ＳＮＳ等により情報を積極的に提供します。また、市民協働推進センター

では情報紙を発行して、市民活動の支援を行います。

② 交流の機会と場の提供

市民協働推進センター（わこらぼ）では、多様な主体同士で交流する機会と

場を提供し、協働が円滑に進むように努めます。また、新たな交流を創出し、
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市民活動の活性化に努めます。

（３） 協働推進員の配置

協働を活性化するためには、個々の活動を育てていく中間支援機能が必要となり

ます。協働について窓口となり、多様なニーズに対応する協働推進員を配置します。

（４） 環境整備

① 地域の人材を活用できる仕組みづくり

市民が地域で活躍できる環境を整えるとともに、市民の知恵や技術などの専

門性についての情報を登録するなど、必要なときに必要な人材を生かすことの

できる「人材バンク」のような仕組みづくりを引き続き行います。

② 市民意識の醸成と相互理解の仕組みづくり

市民の一人ひとりが地域の課題について問題意識を持ち、まず自らが取り組

むという主体的な意識が醸成されることを支援していきます。

市民と市が同じテーブルで話すことができる仕組みづくりにより、市民と市

がお互いを尊重し、理解が深まるよう努めます。

③ 地域の拠点づくり

協働を継続し、活性化していくためには、日常的に利用しやすい身近な地域

においても活動の拠点が必要です。市は、コミュニティセンターや地域センタ

ー等、地域の施設を継続し適切に維持管理します。また、地域の方達によって

運営されている拠点や地域に開かれた拠点を応援していきます。

この和光市協働指針は、平成１９年に市が作成した素案を基に市民と市が協働により検

討を加えて策定したものです。平成２５年、平成３０年に改定し、さらに令和４年、施策

の進捗状況や社会情勢の変化等に合わせて、見直しを行いました。今後も、協働の進展、

社会情勢の変化等に合わせ、適宜見直しを行っていきます。この指針を道標として、協働

による住みよいまちづくりが推進されるように、市民と市との信頼関係をより一層深め、

共通の目的のために双方で十分協議をして進めていくことが大切です。

多様化、複雑化する地域課題に、より一層市民と市が協働し、「みんなをつなぐ ワクワ

クふるさと 和光」を目指し、まちづくりを進めていきます。

第Ⅴ章 改定にあたって


